
新
し

い
資

本
主

義
の

グ
ラ

ン
ド

デ
ザ

イ
ン

及
び

実
行

計
画

20
25

年
改

訂
版

基
礎

資
料

集
　
　
(抜
粋
）

令
和

７
年

６
月

１
３

日

satouknje
フリーテキスト
資　料

№5-2



1
.5

3
%

1
.7

6
%

1
.8

8
%

1
.8

1
%

1
.8

7
%

1
.9

9
%

1
.9

4
%

1
.8

1
%

1
.7

3
%

1
.9

6
%

3
.2

3
%

4
.4

5
%

4
.7

0
%

1
.7

1
%

2
.0

7
%

2
.2

0
%

2
.0

0
%

1
.9

8
%

2
.0

7
%

2
.0

7
%

1
.9

0
%

1
.7

8
%

2
.0

7
%

3
.5

8
%

5
.1

0
%

5
.2

6
%

0
%

1
%

2
%

3
%

4
%

5
%

6
%

2
0

1
3
年

2
0

1
4
年

2
0

1
5
年

2
0

1
6
年

2
0

1
7
年

2
0

1
8
年

2
0

1
9
年

2
0

2
0
年

2
0

2
1
年

2
0

2
2
年

2
0

2
3
年

2
0

2
4
年

2
0

2
5
年

春
季
労
使
交
渉
に
お
け
る
賃
上
げ
率
の
推
移
（
連
合
調
査
）

○
連
合
の
調
査
に
よ
る
と
、
2
0
2
4
年
の
賃
上
げ
率
は

5
.1

0
％
、
中
小
企
業
に
限
っ
た
賃
上
げ
率
は

4
.4

5
％
と
な
っ
た
。

○
2
0
2
5
年
の
賃
上
げ
率
は
、
６
月
５
日
に
公
表
さ
れ
た
第
６
回

 
回
答
集
計
（
注
）
で
は

5
.2

6
％
、
中
小
企
業
に
限
っ
た
率
は

4
.7

0
％
。

  
  
  
（
注
）
春
季
労
使
交
渉
の
集
計
結
果
は
、
初
回
集
計
（
３
月
）
か
ら
最
終
集
計
（
７
月
）
ま
で
、
７
回
に
分
け
て
結
果
が
公
表
さ
れ
る
。

（
注
１
）
調
査
対
象
は
各
労
働
組
合
の
う
ち
、
平
均
賃
金
方
式
（
労
働
者
１
人
当
た
り
平
均
賃
金
に
つ
い
て
賃
上
げ
要
求
を
行
い
、
決
定
さ
れ
、
こ
れ
を
基
準
と
し
て
労
働
者
全
体
の
賃
金
の
改
定
が
行
わ

れ
る
方
式
）
で
回
答
を
引
き
出
し
た
組
合
。
中
小
企
業
は
組
合
員
数

3
0
0
人
未
満
の
企
業
。

2
0
2
4
年
は
全
体
が

5
,2

8
4
組
合
、
中
小
企
業
が

3
,8

1
6
組
合
。

2
0
2
5
年
は
第
６
回

 回
答
集
計
（
な
お
、
2
0
2
4
年
の
第
６
回

 回
答
集
計
は
、
全
体
賃
上
げ
率

5
.0

8
％
、
中
小
企
業
賃
上
げ
率

4
.4

5
％
）
。

（
注
２
）
賃
上
げ
率
は
、
各
企
業
の
定
昇
相
当
込
み
賃
上
げ
率
に
つ
い
て
、
組
合
員
数
に
よ
る
加
重
平
均
を
行
っ
た
値
を
用
い
て
い
る
。

（
出
所
）
連
合
「2

0
2
4
春
季
生
活
闘
争
第
７
回
（
最
終
）
回
答
集
計
結
果
」（

2
0
2
4
年
７
月
３
日
公
表
）
、
連
合
「
2
0
2
5
春
季
生
活
闘
争
第
６
回
回
答
集
計
結
果
」
（

2
0
2
5
年
６
月
５
日
公

表
）
を
基
に
作
成
。

連
合
の
調
査
に
よ
る
賃
上
げ
率
推
移
（
全
体
・
中
小
企
業
別
）

全
体

賃
上
げ
率

中
小
企
業

賃
上
げ
率

賃
上
げ
率

2
0

2
5
年

第
6
回

 回
答
集
計

1



4
6
.2

 

6
0
.2

 

1
0
2
.7

 

8
8
.0

 
8
7
.0

 

7
2
.5

 

8
7
.0

 
8
5
.9

 

1
0
1
.8

 

0

5
0

1
0

0

1
5

0

2
0

0

1980年度
1981年度
1982年度
1983年度
1984年度
1985年度
1986年度
1987年度
1988年度
1989年度
1990年度
1991年度
1992年度
1993年度
1994年度
1995年度
1996年度
1997年度
1998年度
1999年度
2000年度
2001年度
2002年度
2003年度
2004年度
2005年度
2006年度
2007年度
2008年度
2009年度
2010年度
2011年度
2012年度
2013年度
2014年度
2015年度
2016年度
2017年度
2018年度
2019年度
2020年度
2021年度
2022年度
2023年度

2030年度

2040年度

民
間
企
業
設
備
投
資
額
の
推
移
と
官
民
国
内
投
資
目
標

○
近
年
、
日
本
企
業
に
よ
る
設
備
投
資
額
は
増
加
を
続
け
て
お
り
、
2
0
2
3
年
度
は

1
0
1
.8
兆
円
と
、
1
9
9
1
年
度
（

1
0
2
.7
兆
円
）
か
ら

3
2
年
ぶ
り
に

1
0
0
兆
円
台
を
回
復
。

○
2
0
3
0
年
度

1
3
5
兆
円
、
2
0
4
0
年
度

2
0
0
兆
円
と
い
う
新
た
な
国
内
投
資
目
標
を
官
民
で
必
ず
実
現
す
る
。

（
注
）

「民
間
企
業
設
備
」の
名
目
値
。
1
9
9
3
年
度
以
前
の
数
値
は
、
2
0
1
5
年
（
平
成

2
7
年
）
基
準
支
出
側

G
D

P
系
列
簡
易
遡
及
。

（
出
所
）
内
閣
府
「
国
民
経
済
計
算
」
、
経
団
連
「国
内
投
資
の
拡
大
に
向
け
て
」（

2
0
2
5
年
１
月

2
7
日

 国
内
投
資
拡
大
の
た
め
の
官
民
連
携
フ
ォ
ー
ラ
ム

 資
料
５
）
を
基
に
作
成
。

2

民
間
企
業
設
備
投
資
額
の
推
移
と
官
民
国
内
投
資
目
標

（
兆
円
）

1
3
5
兆
円

（
2
0
3
0
年
度
官
民
国
内
投
資
目
標
）

・
・
・

・
・
・

2
0
0
兆
円

（
2
0
4
0
年
度
官
民
国
内
投
資
目
標
）



賃
金
と
民
間
設
備
投
資
の
関
係

○
国
内
投
資
の
増
加
は
、
労
働
生
産
性
の
向
上
を
通
じ
て
賃
金
上
昇
に
つ
な
が
る
。

○
日
本
は
、
設
備
投
資
と
賃
金
の
両
方
と
も
上
昇
率
が
低
い
。

3

（
注
）

実
質
賃
金
（
縦
軸
）
は
総
雇
用
者
報
酬
（
実
質
値
）
を
従
業
者
数
で
割
り
、
「正
規
労
働
者
の
平
均
労
働
時
間

/全
労
働
者
の
平
均
労
働
時
間
」
を
乗
じ
た
も
の
。

す
な
わ
ち
労
働
者
の
平
均
労
働
時
間
の
変
化
に
伴
う
影
響
を
取
り
除
い
た
推
移
を
示
し
て
い
る
。
民
間
設
備
投
資
（
横
軸
）
は
住
宅
を
除
く
民
間
設
備
投
資
の
実
質
値
。

（
出
所
）
経
済
産
業
省
資
料
（
元
デ
ー
タ
は

O
E
C
D

 D
a
ta

 E
x
p
lo

re
r）
を
基
に
作
成
。

賃
金
と
民
間
設
備
投
資
の
関
係
（

1
9

9
1

-2
0

2
1
年
の
年
平
均
増
減
率
）

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

カ
ナ
ダデ
ン
マ
ー
ク

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

日
本

韓
国

オ
ラ
ン
ダス
ウ
ェ
ー
デ
ン

英
国

米
国

0
.0

%

0
.5

%

1
.0

%

1
.5

%

2
.0

%

2
.5

%

0
.0

%
0

.5
%

1
.0

%
1

.5
%

2
.0

%
2

.5
%

3
.0

%
3

.5
%

4
.0

%
4

.5
%

5
.0

%

実
質
民
間
設
備
投
資
増
減
率

実 質 賃 金 増 減 率



○
中
小
企
業
庁
の
調
査
に
よ
る
と
、
「価
格
転
嫁
率

1
0
割
（
コ
ス
ト
を
全
て
価
格
転
嫁
で
き
た
）
」
又
は
「
（
コ
ス
ト
が
上
昇
せ
ず
、
）
価
格
転
嫁
は
不

要
」
と
回
答
し
た
中
小
企
業
の
割
合
は
、
2
0
2
2
年

3
月
時
点
で

2
8
.6

%
で
あ
っ
た
が
、
2
0
2
4
年

9
月
時
点
で

4
7
.2

%
に
上
昇
。

○
他
方
、
「価
格
転
嫁
率

0
割
（
価
格
転
嫁
が
全
くで
き
な
い
）
」
と
回
答
し
た
企
業
も
比
率
が
減
少
し
て
い
る
と
は
い
う
も
の
の
（

2
2
.6
％

→
1
4
.2
％
）
、
残
っ
て
お
り
、
転
嫁
対
策
の
徹
底
が
必
要
。

中
小
企
業
の
価
格
転
嫁
の
状
況

（
注
）

 各
年
４
月
か
ら
９
月
末
頃
に
お
い
て
、
中
小
企
業

3
0
万
社
に
対
し
て
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（

2
0
2
4
年
９
月
調
査
の
回
答
数
は

5
1
,2

8
2
社
）
の
結
果
を
集
計
し
た
も
の
。

（
出
所
）
中
小
企
業
庁
「価
格
交
渉
促
進
月
間
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
」を
基
に
作
成
。

中
小
企
業
の
価
格
転
嫁
の
状
況

4

0
.9

%

1
.2

%

2
.3

%

2
.1

%

3
.9

%

1
.5

%

1
3
.3

%

1
8
.7

%

1
8
.5

%

2
1
.4

%

1
6
.3

%

2
1
.1

%

1
8
.0

%

2
3
.4

%

1
9
.6

%

1
8
.3

%

1
7
.4

%2
2
.9

%

7
.3

%

8
.9

%

9
.6

%

1
0
.5

%

1
1
.9

%

1
0
.5

%

1
3
.2

%

1
5
.3

%

1
6
.9

%

1
8
.7

%

1
8
.2

%1
5
.4

%

1
8
.1

%

1
9
.6

%

1
6
.9

%

2
0
.6

%

1
7
.4

%

1
3
.8

%

2
9
.1

%

1
2
.9

%

1
6
.2

%8
.4

%

1
4
.9

%

1
4
.8

%

0
%

1
0

%
2

0
%

3
0

%
4

0
%

5
0

%
6

0
%

7
0

%
8

0
%

9
0

%
1

0
0

%

2
0

2
4
年

9
月

2
0

2
4
年

3
月

2
0

2
3
年

9
月

2
0

2
3
年

3
月

2
0

2
2
年

9
月

2
0

2
2
年

3
月

マ
イ
ナ
ス

0
割

1
-3
割

4
-6
割

7
-9
割

1
0
割

（
コ
ス
ト
が
上
昇
せ
ず
、
）

価
格
転
嫁
は
不
要

転
嫁
率

1
0
割
又
は
価
格
転
嫁
不
要
：

2
8
.6
％

転
嫁
率

1
0
割
又
は
価
格
転
嫁
不
要
：

4
7
.2
％

転
嫁
率
ゼ
ロ
又
は
マ
イ
ナ
ス
：

2
2
.6
％

転
嫁
率
ゼ
ロ
又
は
マ
イ
ナ
ス
：

1
4
.2
％



4
9
.8

%

5
0
.2

%

5
0
.3

%

5
0
.3

%

5
0
.7

%

5
1
.2

%

5
1
.6

%

5
1
.9

%

5
3
.6

%

5
4
.3

%

5
4
.8

%

5
5
.3

%

5
7
.0

%

5
9
.0

%

6
1
.9

%

0
%

2
0

%
4

0
%

6
0

%
8

0
%

鉱
業
・
採
石
・
砂
利
採
取

紙
・
紙
加
工

建
設

金
属

廃
棄
物
処
理

卸
売

建
材
・
住
宅
設
備

自
動
車
・
自
動
車
部
品

製
薬

機
械
製
造

電
機
・
情
報
通
信
機
器

食
品
製
造

造
船

飲
食
サ
ー
ビ
ス

化
学

2
9
.5

%

3
1
.4

%3
9
.8

%

4
0
.9

%

4
1
.2

%

4
5
.5

%

4
7
.0

%

4
7
.1

%

4
7
.6

%

4
8
.0

%

4
8
.1

%

4
8
.4

%

4
8
.5

%

4
8
.8

%

4
9
.0

%

0
%

2
0

%
4

0
%

6
0

%
8

0
%

ト
ラ
ッ
ク
運
送

広
告

放
送
コ
ン
テ
ン
ツ

金
融
・
保
険

農
業
・
林
業

運
輸
・
郵
便
（
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
除
く
）

通
信

情
報
サ
ー
ビ
ス
・
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

石
油
製
品
・
石
炭
製
品
製
造

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道

不
動
産
・
物
品
賃
貸

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス

印
刷

小
売

繊
維

業
種
別
の
価
格
転
嫁
率
（

2
0

2
4
年

9
月
調
査
）

○
2
0
2
4
年

9
月
調
査
に
お
け
る
業
種
別
の
平
均
的
な
価
格
転
嫁
率
は
、
化
学
（

6
1
.9
％
）
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
（

5
9
.0
％
）
、
造
船

（
5
7
.0
％
）
、
食
品
製
造
（

5
5
.3
％
）
、
電
機
・
情
報
通
信
機
器
（

5
4
.8
％
）
で
高
い
。

○
一
方
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
（

2
9
.5
％
）
、
広
告
（

3
1
.4
％
）
、
放
送
コ
ン
テ
ン
ツ
（

3
9
.8
％
）
、
金
融
・
保
険
（

4
0
.9
％
）
、
農
業
・
林
業

（
4
1
.2
％
）
な
ど
の
価
格
転
嫁
率
が
低
い
業
種
も
存
在
し
、
事
業
所
管
省
庁
と
連
携
し
た
下
請
法
の
執
行
強
化
な
ど
更
な
る
取
組
が

必
要
。

5
（
注
）

 各
年
４
月
か
ら
９
月
末
頃
に
お
い
て
、
中
小
企
業

3
0
万
社
に
対
し
て
実
施
し
た
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
（

2
0
2
4
年

9
月
調
査
の
回
答
数
は

5
1
,2

8
2
社
）
の
結
果
を
集
計
し
た
も
の
。

（
出
所
）
中
小
企
業
庁
「価
格
交
渉
促
進
月
間
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
調
査
」を
基
に
作
成
。

業
種
別
の
価
格
転
嫁
率
（

2
0

2
4
年

9
月
調
査
）

全
産
業
平
均
（

4
9
.7
％
）
よ
り
高
い
業
種

全
産
業
平
均
（

4
9
.7
％
）
よ
り
低
い
業
種



8
.1

%

1
9
.7

%

1
1
.9

%
1
1
.5

%

9
.3

%
8
.2

%
7
.6

%

5
.5

%
5
.3

%
3
.5

%
2
.5

%
2
.3

%
2
.1

%
2
.1

%
1
.5

%
1
.3

%
0
.6

%

0
%

5
%

1
0

%

1
5

%

2
0

%

2
5

%

全 産 業

宿 泊 、 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 、 娯 楽 業

卸 売 、 小 売 業

製 造 業

不 動 産 、 物 品 賃 貸 業

サ ー ビ ス 業

運 輸 、 郵 便 業

教 育 、 学 習 支 援 業

医 療 、 福 祉

建 設 業

複 合 サ ー ビ ス 業

学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

金 融 、 保 険 業

情 報 通 信 業

鉱 業 、 採 石 、 砂 利 採 取 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

業
種
別

 最
低
賃
金
の
影
響
率

（
注
）

 2
0
2
3
年
度
の
地
域
別
最
低
賃
金
額
（
全
国
加
重
平
均

1
,0

0
4
円
）
を
下
回
る
労
働
者
数
の
割
合
。

（
出
所
）
厚
生
労
働
省
「人
手
不
足
の
状
況
、
最
低
賃
金
の
影
響
、
生
産
性
向
上
等
の
支
援
策
に
つ
い
て
」（

2
0
2
5
年
１
月

1
7
日
）
を
基
に
作
成
。

業
種
別
影
響
率
（

2
0

2
3
年
度
の
最
低
賃
金
引
上
げ
）

○
2
0
2
3
年
度
の
最
低
賃
金
引
上
げ
の
影
響
率
（
賃
金
を
引
き
上
げ
な
け
れ
ば
、
そ
の
年
の
引
上
げ
後
の
最
低
賃
金
を
下
回
る
こ
と
と
な
る
労
働
者
の
割
合
）
は

全
国
平
均
で

8
.1
％
（
大
企
業
を
含
む
全
企
業
規
模
で
の
平
均
）

 。
○
宿
泊
・
飲
食
業
（

1
9
.7
％
）
、
生
活
関
連
・
娯
楽
業
（

1
1
.9
％
）
、
卸
売
・
小
売
業
（

1
1
.5
％
）
が
大
き
い
。

影
響
率

（ 他 に 分 類 さ れ な い ）

1
0



⚫
E
U

指
令

に
お

い
て

は
、

賃
金

の
中

央
値

の
6
0
％

や
平

均
値

の
5
0
％

が
最

低
賃

金
設

定
に

当
た

っ
て

の
参

照
指

標
と

し
て

加
盟

国
に

示
さ

れ
て

い
る

。

海
外
の
最
低
賃
金
に
お
け
る
指
標

E
U

指
令

（「
適

正
な

最
低

賃
金

に
関

す
る

指
令

」）

4
. 
  
M

e
m

be
r 

S
ta

te
s 

sh
al

l 
u
se

 i
n
di

c
at

iv
e 

re
fe

re
nc

e 
va

lu
e
s 

to
 g

u
id

e
 t

h
e
ir
 a

ss
e
ss

m
en

t 
o
f 

ad
e
qu

ac
y 

o
f 
st

at
u
to

ry
 

m
in

im
u
m

 w
ag

e
s.

 T
o
 t

ha
t 

e
n
d,

 t
he

y 
m

ay
 u

se
 i
n
di

c
at

iv
e
 

re
fe

re
nc

e
 v

al
u
e
s 

c
o
m

m
o
nl

y 
u
se

d 
at

 i
n
te

rn
at

io
na

l l
e
ve

l 
su

c
h
 a

s
6
0
%

o
f 
th

e
 g

ro
ss

 m
e
di

an
 w

ag
e
 a

n
d 

5
0
%

o
f 
th

e
 

gr
o
ss

 a
ve

ra
ge

 w
ag

e
, 
an

d/
o
r 

in
di

c
at

iv
e
 r

e
fe

re
nc

e
 v

al
u
e
s 

u
se

d 
at

 n
at

io
n
al

 le
ve

l.

4
.

加
盟

国
は

、
法

定
最

低
賃

金
の

適
正

性
を

評
価

す
る

た
め

の
指

標
と

し
て

、
指

標
的

な
参

照
値

を
使

用
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
そ

の
た

め
、

加
盟

国
は

、
国

際
的

に
一

般
的

に
使

用
さ

れ
て

い
る

指
標

的
参

照
値

、
例

え
ば

、
賃

金
の

中
央

値
の

60
％

や
賃

金
の

平
均

値
の

50
％

、
及

び
/
又

は
、

国
内

レ
ベ

ル
で

使
用

さ
れ

て
い

る
指

標
的

参
考

値
を

使
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

※
 2

02
2年

10
月

制
定

、
同

年
11

月
施

行
。

1
7



リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
に
よ
る
賃
金
の
変
化

○
経
済
産
業
省
「
リ
ス
キ
リ
ン
グ
を
通
じ
た
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
事
業
」
は
、
在
職
者
の
キ
ャ
リ
ア
相
談
か
ら
、
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
、
転
職
ま
で
を

一
体
的
に
支
援
す
る
制
度
。
当
該
事
業
を
通
じ
て
転
職
し
た
者
に
対
す
る
調
査
に
よ
る
と
、
転
職
後
に
賃
金
が
上
昇
し
た
者
は
全
体

の
6
3
.1
％
。

○
労
働
者
が
自
ら
の
意
思
で
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
を
行
い
、
自
律
的
な
キ
ャ
リ
ア
形
成
を
行
う
こ
と
は
、
転
職
後
の
賃
金
上
昇
に
つ
な
が
る
可
能

性
。

（
注
）

 2
0
2
5
年
２
月
末
時
点
。
回
答
者
は

2
,2

9
9
人
。

（
出
所
）
経
済
産
業
省
資
料
を
基
に
作
成
。

転
職
に
よ
る
賃
金
の
変
化

（
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
事
業
」を
受
講
し
た
転
職
者
）

賃
金
が

3
割
以
上

増
加

2
7

.1
%

賃
金
が

1
割
以
上

3
割
未
満
増
加

2
1

.7
%

賃
金
が

1
割
未
満

増
加

1
4

.3
%

賃
金
が

変
わ
ら
な
い

3
.2

%

賃
金
が

1
割
未
満

減
少

1
2
.3

%

賃
金
が

1
割
以
上

3
割
未
満
減
少

1
3
.7

%

賃
金
が

3
割
以
上

減
少

7
.7

%

賃
金
が
増
加

6
3

.1
%

分
野

概
要

C
A

D
・
建
築
関
係
で
ア
ル
バ
イ
ト
勤
務
を
し
て
い
た
個
人
が

C
A
D
講

座
を
受
講
し
、
現
職
に
お
い
て
講
座
で
習
得
し
た

C
A
D
ス
キ

ル
や
、
学
び
に
対
し
て
積
極
的
な
姿
勢
が
評
価
さ
れ
、
ア
ル

バ
イ
ト
か
ら
正
規
雇
用
に
転
換
。

介
護

・
初
任
者
研
修
資
格
取
得
の
た
め
の
講
座
を
受
講
し
、
元
々

パ
ー
ト
社
員
だ
っ
た
個
人
が
初
任
者
研
修
の
資
格
を
取
得

す
る
こ
と
で
、
正
規
雇
用
に
転
換
。

W
e
b

デ
ザ
イ
ン

・
建
設
の
事
務
職
と
し
て

6
-7
年
間
勤
務
し
て
い
た
個
人
が

W
e
b
デ
ザ
イ
ン
に
関
す
る
講
座
を
受
講
し
、
現
職
で
学
生
向

け
の
会
社
案
内
の
広
報
素
材
を
作
成
す
る
業
務
に
従
事
。

作
成
し
た
広
報
素
材
が
社
長
か
ら
評
価
さ
れ
主
任
に
昇
格
。

英
語

・
製
薬
企
業
で
働
く
個
人
が
英
語
を
学
習
し
、
現
職
で
の
昇

格
要
件
（
一
定
の
英
語
力
）
を
満
た
し
た
こ
と
で
社
内
で

の
昇
格
を
実
現
。

現
職
で
の
処
遇
改
善
に
つ
な
が
っ
た
事
例

（
「
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
事
業
」を
受
講
し
た
者
）

3
4



2
3
.5

%

4
1
.6

%

7
6
.5

%

5
8
.4

%

0
%

1
0

%

2
0

%

3
0

%

4
0

%

5
0

%

6
0

%

7
0

%

8
0

%

9
0

%

1
0

0
%

2
0

2
2
年
度

2
0

2
5
年
度

国
の
在
職
者
へ
の
学
び
直
し
支
援
策

○
国
の
在
職
者
へ
の
学
び
直
し
支
援
策
は
、
こ
れ
ま
で
企
業
経
由
が
中
心
と
な
っ
て
き
た
が
、
直
近
で
は
企
業
経
由
が

5
8
.4
％
、
個
人

経
由
が

4
1
.6
％
と
、
個
人
へ
の
直
接
支
援
が
拡
大
。

○
加
え
て
、
デ
ジ
タ
ル
・
D

X
の
た
め
の
人
材
育
成
支
援
の
拡
充
や
、
デ
ジ
タ
ル
関
係
講
座
の
拡
大
、
現
場
人
材
の
ス
キ
ル
評
価
に
関
す

る
取
組
な
ど
の
施
策
を
講
じ
て
い
る
。

（
注
）

左
図
に
つ
い
て
、
「
企
業
経
由
」
は
、
人
材
開
発
支
援
助
成
金
、
公
共
職
業
訓
練
（
在
職
者
訓
練
）
及
び
生
産
性
向
上
人
材
育
成
支
援
セ
ン
タ
ー
に
用
い
る
運
営
費
交
付
金
と
、
都
道
府
県
の
行
う
職
業
訓
練
へ
の
交
付
金

（
運
営
費
交
付
金
及
び
都
道
府
県
向
け
の
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
当
該
年
度
の
直
近
の
決
算
に
お
け
る
実
績
に
基
づ
き
、
予
算
額
を
試
算
し
た
も
の
）
。
「
個
人
経
由
」
は
、
教
育
訓
練
給
付
金
、
教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
及
び

リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
等
教
育
訓
練
支
援
融
資
事
業
。
両
者
を
加
え
、
在
職
者
支
援
向
け
の
学
び
直
し
支
援
策
の
全
体
額
と
し
た
上
で
、
当
該
金
額
に
対
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
割
合
と
し
て
算
出
。

（
出
所
）
厚
生
労
働
省
資
料
を
基
に
作
成
。

3
5

在
職
者
向
け
の
学
び
直
し
支
援
策

予
算
額
の
推
移

（
4
7
0
億
円
）

（
2
3
7
億
円
）

（
6
6
1
億
円
）

（
7
7
1
億
円
）

企
業
経
由
（
企
業
に
よ
る
人
材
育
成
の
支
援
）

•
「人
材
開
発
支
援
助
成
金
」に
お
け
る
、
高
度
な
デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
や

D
X
の
た
め
の
訓

練
等
に
対
す
る
助
成
率
の
引
上
げ
（
通
常

4
5
％
（
大
企
業
は

3
0
％
）
→

7
5
％
（
大
企
業
は

6
0
％
）
）
。

個
人
経
由
（
労
働
者
の
主
体
的
な
学
び
直
し
に
対
す
る
支
援
）

•
「教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
」
（
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
が
自
発
的
に
教
育
訓
練
を
受
け
る
た
め
に

無
給
の
休
暇
を
取
得
し
た
場
合
に
、
基
本
手
当
に
相
当
す
る
給
付
と
し
て
、
賃
金
の
一
定
割
合
が
支
給
さ

れ
る
制
度
）
の
創
設
。

•
「リ
・ス
キ
リ
ン
グ
等
教
育
訓
練
支
援
融
資
事
業
」
（
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
以
外
の
者
が
教
育
訓

練
を
受
け
る
場
合
に
教
育
訓
練
費
用
と
生
活
費
用
を
融
資
対
象
と
す
る
事
業
）
の
創
設
。

•
「教
育
訓
練
給
付
金
」の
給
付
率
の
引
上
げ
（
受
講
費
用
の
最
大

7
0
％
→

8
0
％
）
。

•
「専
門
実
践
教
育
訓
練
」に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
関
係
講
座
の
拡
大
（

2
7
0
講
座
（

2
0
2
4
年

1
0
月
時
点
）
→

3
3
7
講
座
（

2
0
2
5
年
４
月
時
点
）
）
。

現
場
人
材
等
の
評
価
制
度
の
構
築
と
ス
キ
ル
取
得
支
援

•
2
0
2
5
年
３
月
、
３
職
種
の
民
間
検
定
※
１
を
団
体
等
検
定
※
２
と
し
て
、
初
め
て
認
定
。

•
団
体
等
検
定
の
合
格
を
目
指
す
講
座
の
う
ち
一
定
の
基
準
を
満
た
す
も
の
に
つ
い
て
、

2
0
2
5
年
４
月
か
ら
教
育
訓
練
給
付
金
制
度
の
指
定
対
象
に
追
加
。

※
１

家
政
士
団
体
検
定
、
陸
災
防
フ
ォ
ー
ク
リ
フ
ト
荷
役
技
能
検
定
、
日
本
躯
体
コ
ン
ク
リ
ー
ト
打
込
み
・
締
固
め
工
団
体

検
定

※
２

事
業
主
や
事
業
主
団
体
等
が
、
労
働
者
の
持
つ
職
業
に
必
要
な
知
識
や
技
能
に
つ
い
て
、
そ
の
程
度
を
自
ら
検
定

す
る
事
業
の
う
ち
、
一
定
の
基
準
に
適
合
し
、
技
能
振
興
上
奨
励
す
べ
き
も
の
を
厚
生
労
働
大
臣
が
認
定
す
る
も
の

企
業
経
由

個
人
経
由


